
甲賀市こども基本条例（素案）について 

 

１．目的 

「児童の権利に関する条約」に基づき、市全体でこどもの権利を守り、こども一

人ひとりが幸せに育つことができるよう、この条例を制定します。  

 

２．特徴・ねらい 

「こども目線でつくる、こどもの権利条例」  

・こどもに理解できる条例であれば、大人にも浸透しやすい。  

・小学５年生までに学習する漢字を使用する。  

・「である」調ではなく「ですます」調で読みやすくする。  

・難しい言葉や行政用語は、できるだけ「やさしい日本語」に言い換える。  

 

３．条例の構成 

 制定の理由（こども権利保護の理念）  

 １～２ 総則（目的など）  

 ３～６ こどもの権利の保障（こどもの権利の例示列挙）  

 ７～１３ こどもの権利を守るための役割（こどもを取り巻く大人の役割）  

 １４～２１ こどもの権利を守るための取り組み（権利保護のための施策）  

 ２２～２３ その他 

 

４．スケジュール 

令和８年８月 パブリック・コメント実施  

   １２月 条例議案を提出  

令和９年４月 条例施行予定  

  



   甲賀市こども基本条例（素案）  

 

第１ 制定の理由（前文関係）  

 こどもは、未来を担う大切な社会の一員であり、かけがえのない存在です。  

児童の権利に関する条約は、平成元年（１９８９年）に国際連合において作ら

れ、日本は平成６年（１９９４年）にこの条約を守ることを決めました。この条

約では、全てのこどもが差別されないこと、こどもにとって最もよいことを第一

に考えること、こどもの命と育ちが守られること、そしてこどもの意見が大切に

されることという、四つの大切な考え方が示されています。  

 この条約が示すとおり、全てのこどもは、生まれた時からひとりの人間として

幸せに生きる権利があり、権利の主体として大切にされるとともに、あらゆる権

利が保障されなければなりません。  

 こどもの権利保障に当たっては、ぎゃく待、体ばつ、いじめ、ヤングケアラー

など、こどもの権利をおびやかす様々な問題や、不登校、障がいの特性、貧困等

に向き合い、社会全体で取り組んでいく必要があります。  

 大人には、こどもたちの声に耳を傾け、こどもが社会の一員であることを理解

し、こども自身の意見や考えを大切にすることが求められます。また、こどもの

意見に対して理由を示さずに一方的に否定するようなことはせずに、常にこども

に寄り添いながら、対話に努める必要があります。  

 こどもが権利の主体として尊重され、その権利への理解を深めるとともに、年

齢や成長に応じて自ら考え、他者を思いやり、社会の中でルールを守って役割を

担うことが大切です。  

 そして、家庭、地域、学校及び行政その他の大人が、それぞれの責務を自覚し

て連携し、市全体でこどもの権利を守り、こども一人ひとりが将来にわたり幸福

な生活を送れるよう、この条例を制定します。  

 

第２ 条例案の概要  

１ 目的（第１条関係）  

この条例は、こどもにとって大切な権利を明らかにし、その権利が守られる

ために必要な事項を定めることによって、市全体でこどもの権利を保障し、こ



どもが幸せに生き、健やかに育つことを目的とします。  

２ 定義（第２条関係）  

この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによります。  

  （ア） こども 市内に在住し、在学し、又は在勤する１８歳未満の者  

  （イ） 保護者 親権を行う者、未成年後見人、里親その他の者で、現にこ

どもを養育する者  

  （ウ） 教育・保育等関係者 市内の小中学校、高等学校、放課後児童クラ

ブ、保育園、認定こども園、児童養護施設その他こどもが学び育つことを

目的として通う、又は入所する施設の関係者  

  （エ） 地域住民等 こどもが生活する地域の住民及び市内で活動する者又

は団体  

  （オ） 事業者 市内に事務所又は事業所を有し、事業を営む者  

  （カ） 大人 （イ）から（オ）までに掲げるもののほか、こどもに接する

ことのある者  

３ 生きる権利（第３条関係）  

  こどもは、命が守られ、健康で安全に暮らすため、次に掲げることが権利と

して守られなければなりません。  

  （ア） 生きるためにしっかり食べることができること。  

  （イ） 疲れたときは心及び身体を休めることができること。  

  （ウ） 病気又はけがをしたら病院で治りょうが受けられること。  

  （エ） 病気予防のための健康診断又は予防接種を受けられること。  

 ４ 育つ権利（第４条関係）  

 こどもは、健やかに育つため、次に掲げることが権利として守られなければ

なりません。  

  （ア） 自分らしさを大切にされること。  

  （イ） 学校等でいろいろなことを学べること。  

  （ウ） 遊んで楽しく過ごすことができること。  

  （エ） 安心して過ごせる居場所があること。  

 ５ 暴力などから守られる権利（第５条関係）  



 こどもは、暴力を受けたり、一方的に権利を奪われたりすることがないよう

に、次に掲げることが権利として守られなければなりません。  

  （ア） 国籍、性別、人種、宗教、障がいその他の違いを理由に、差別又は

理不尽な扱いを受けないこと。  

  （イ） いじめを受け、心又は身体を傷つけられないこと。  

  （ウ） プライバシーが守られ、名誉が傷つけられないこと。  

６ 意見を表明する権利（第６条関係）  

 こどもは、自由に意見を表明するために、次に掲げることが権利として守ら

れなければなりません。  

   （ア） 自分の意見又は考えが大切にされ、自由に表明できること。  

   （イ） 自分の意見又は考えを持つために、必要な知識及び情報を得る手助

けを受けること。  

 ７ こどもの役割（第７条関係）  

 こどもは、自分の権利について正しく理解するとともに、他のこどもにも同

じ権利があることを認識し、その権利を大切にするよう努めます。  

 ８ 保護者の役割（第８条関係）  

（１） 保護者は、家庭がこどもにとって最も安心できる居場所となるよう

努めます。  

（２） 保護者は、こどもの権利を守ることについて、重要な責任があるこ

とを認識し、こどもにとって何が一番良いことかを考えて、愛情をもって

こどもを育てます。  

（３） 保護者は、こどもが自らの権利を正しく理解するとともに、他のこ

どもの権利を大切にできるよう必要な支援をします。  

 ９ 教育・保育等関係者の役割（第９条関係）  

（１） 教育・保育等関係者は、こどもが主体的に学びながら、健やかに育

つことができるよう、こども一人ひとりの発達段階等に応じて学びを保障

し、必要な支援をします。  

（２） 教育・保育等関係者は、こどもが自らの権利を正しく理解するとと

もに、他のこどもの権利を大切にできるよう学びを保障し、必要な支援を

します。  



 １０ 地域住民等の役割（第１０条関係）  

 地域住民等は、こどもが地域の一員として安全・安心に暮らしながら、健や

かに育つことができるよう、こどもを見守り、必要な手助けをするよう努めま

す。  

 １１ 事業者の役割（第１１条関係）  

 事業者は、こどもである従業員の権利を保障するとともに、保護者である従

業員が子育て及び仕事を両立できるよう、子育てしやすい職場環境作りに努め

ます。  

 １２ 市の役割（第１２条関係）  

（１） 市は、こどもの権利を保障するため、こども、保護者、教育・保育等

関係者、地域住民等及び事業者と一緒に協力し合いながら、こどもに関する

取組を進めます。  

（２） 市は、こども、保護者、教育・保育等関係者、地域住民等及び事業者

がそれぞれの役割を果たすことができるよう、必要な手助けをします。  

 １３ 大人の役割（第１３条関係）  

（１） 大人は、こどもが権利の主体であることを認識し、こどもの権利に

ついて理解し、大切にします。  

（２） 大人は、こどもと向き合い、対話することを心がけるとともに、こ

どもから相談があったときは、寄りそって話を聴くよう心がけます。  

 １４ こども及び保護者への支援（第１４条関係）  

 市、教育・保育等関係者、地域住民等及び事業者は、保護者がこどもの権利

を守りながら安心して子育てができ、その役割を果たせるよう、必要な支援及

び助言を行います。  

 １５ こどもの居場所作り（第１５条関係）  

 市、保護者、教育・保育等関係者、地域住民等及び事業者は、こどもが安心

して自分らしく過ごすことができる居場所作りをすること又はその手助けをす

ることに努めます。  

 １６ ぎゃく待及び体ばつの防止（第１６条関係）  

（１） 市、保護者、教育・保育等関係者、地域住民等及び事業者は、こども

に対するぎゃく待及び体ばつを防止するために、子ども家庭相談センターそ



の他の関係機関と協力して必要な対策を取り、早期発見に努めます。  

（２） 市、保護者、教育・保育等関係者、地域住民等及び事業者は、ぎゃく

待及び体ばつを受けたこどもを適切かつ速やかに保護し、関係機関と協力し

て必要な手助けを行います。  

 １７ いじめの防止（第１７条関係）  

（１） 市、保護者、教育・保育等関係者、地域住民等及び事業者は、こども

に対するいじめの未然防止及び早期発見に努めます。  

（２） 市、保護者、教育・保育等関係者、地域住民等及び事業者は、いじめ

を受けたこどもを適切かつ速やかに保護し、必要な手助けを行います。  

（３） 市、保護者、教育・保育等関係者、地域住民等及び事業者は、いじめ

をしたこどもに対して、再びいじめをすることがないよう、その行為の背景

にある事情を考えながら、成長につながる指導及び支援を行います。  

（４） 市、教育・保育関係者、地域住民等及び事業者は、保護者に対しても

必要な助言を行います。  

 １８ 多様性の尊重（第１８条関係）  

（１） 市、保護者、教育・保育等関係者、地域住民等、事業者及びこども

は、こどもの国籍、性別、人種、宗教、障がいその他の違いについて、その

多様性を大切にします。  

（２） 市、保護者、教育・保育等関係者、地域住民等及び事業者は、こども

に対するかたよった見方、差別などが生まれないようにするために、多様性

についての理解を深めるよう努めます。  

 １９ 意見表明及び参画の促進（第１９条関係）  

（１） 市は、こどもに関わる市の取組について、こどもが意見を表明し、参

画する機会を作ります。  

（２） 教育・保育等関係者は、こどもが参加する学校活動等について、こど

もが意見を表明し、参画する機会を作ります。  

（３） 地域住民等は、こどもが参加する地域活動について、こどもが意見を

表明し、参画する機会を設けるよう努めます。  

 ２０ こどもの権利侵害からの救済（第２０条関係）  

 市は、こどもから権利侵害に関する相談を受け、そのこどもを救おうとする



ときは、保護者又は関係機関と連携し、権利侵害の実情に配慮しながら対応し

ます。  

 ２１ こども計画の策定及び推進（第２１条関係）  

（１） 市は、この条例の目的の達成に向けて、こどもに関する取組を総合的

かつ計画的に進めるために、こども基本法（令和４年法律第７７号）第１０

条第２項に規定する市町村こども計画（以下「こども計画」といいます。）

を作ります。  

（２） 市は、こども計画を作るとき及び見直すときには、こどもから意見を

聴きます。  

（３） 市は、こども計画で決めたこどもに関する取組を進めるために、市の

職員が力を合わせて取り組む仕組みを作ります。  

（４） 市は、こども計画で決めたこどもに関する取組の進み具合を甲賀市子

ども・子育て応援団会議条例（平成２５年甲賀市条例第３４号）第１条に規

定する甲賀市子ども・子育て応援団会議に定期的に報告し、見直しをしなが

ら進めます。  

 ２２ 委任（第２２条関係）  

 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定めます。  

２３ その他  

 この条例は、令和９年４月１日から施行することとします。 


